
被害やトラブルにあった際の相談先

⇒４人に１人がどこにも相談しなかった

相談しなかった理由 は？

２５．３％ ２４．１％
自分で解決できたため

２９．１％

その他

２０．７％

自分の不注意が原因だと思った

どこに相談したら良いのかわからない
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山形県消費者行政の重点事業山形県消費者行政の重点事業

県内どこでも
消費生活サービスが
受けられる体制

騙された自分が悪い

どうしたら良いのか 被害を免れた！

消費生活相談

の

セーフティーネット

相談して良かった！

消費者啓発

の

セーフティーネット
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消費生活相談のネットワーク消費生活相談のネットワーク

消費生活センター
⇒県:４か所
⇒市町村:９か所

消費生活相談員
⇒県:１１人
⇒市町村:２３人

２０年度

消費生活センター
⇒県:２か所
⇒市町村:４か所

消費生活相談員
⇒県:８人
⇒市町村:１０人

ＰＩＯ－ＮＥＴ配備
⇒県:２か所
⇒市町村:４か所

ＰＩＯ－ＮＥＴ配備
⇒県:５か所
⇒市町村:１７か所

「近くに相談窓口がな

い」「どこに相談したら

いいのかわからない」

地域内ネットワークを構

築し、県内全域にセーフ

ティーネットを整備

２４年度
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消費者啓発の地域ネットワーク消費者啓発の地域ネットワーク

消費生活啓発員を設置し、

消費生活の安全安心を守る地域ネットワーク基盤を構築

行政機関

総合支庁

町

村
市 町

消費者

学校、事業所、福
祉施設（ケアマ
ネージャー、入居
者）、自治会（高
齢者等）、民生委
員 等

消費生活啓発員

地域ネットワーク

市市

消費生活サポーター
（ボランティア）

草の根コ‐ディネ‐タ
‐

（県の委託事業）

消費者団体
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消費生活講座
開催状況
消費生活講座
開催状況

消費生活講座の参加者数

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

21年度 22年度 23年度

人数消費生活講座の実施件数

0

50

100

150

200

250

21年度 22年度 23年度

件数

指導者

一般

高齢者

勤労者

学生
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新しい山形県消費者基本計画新しい山形県消費者基本計画

県民の消費生活の安定及び向上を図るため
の施策を総合的に推進するための計画

基本理念

「消費者の権利の尊重」「消費者の自立支援」

対象期間

平成２４年度～平成２８年度（５年間）
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